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2020 年度調査 結果の概要（2019 年度の民間企業による研究開発活動の概況） 
 
１．研究開発投資の動向 
・2019 会計年度における主要業種の社内研究開発費は、１社当たりの平均値が 23 億 1,912 万
円であり、外部支出研究開発費は平均 4 億 6,871 万円であった。 
・2018 会計年度と比較すると、社内研究開発費は平均値、中央値ともに微減し、外部支出研究
開発費の平均値は微増した。 
2019 会計年度における回答企業の主要業種※1 における社内研究開発費は、1 社当たり平均が 23




※１  主要業種とは、回答企業において最大の売上高を占める事業のことである。 









表 2．  （前回調査結果）資本金階級別  主要業種における 1 社当たりの研究開発費  （2018 会計
年度）  
資本金階級 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 818 40997.8 9093.0 802 3340.7 0.0 774 2290.1 0.0
10億円以上100億円未満 587 87897.2 31105.0 569 6493.5 0.0 537 8763.4 0.0
100億円以上 252 1187088.4 257866.0 231 14049.4 0.0 224 292269.3 3066.5










資本金階級 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 807 28126.3 8665.0 743 3577.9 0.0 744 3915.4 0.0
10億円以上100億円未満 576 82781.8 29099.0 520 7492.9 0.0 515 10748.3 0.0
100億円以上 271 1185200.2 214983.0 248 11188.8 0.0 248 242748.8 3354.5





































の平均値 A の上位 10 業種
の値を示した。 








合の平均値 B の上位 10
業種の値を示した。 








開発は２割強、長期的な研究開発は 1 割強に過ぎない。 
研究開発の性格や目的別の内訳（研究開発費ベースの比率）では、既存事業向けの研究開発
の割合（76.0%）が、新規事業向けの研究開発（24.0%）の３倍強であり、はるかに大きい（図 3(1)）。 
短期、中期、長期の研究開発の割合では、1 年以上 3 年未満で実施する「短期的な研究開発」
の割合（64.8%）が大きく、中期的（3 年以上 5 年未満）な研究開発は２割強、長期的（5 年以上）
な研究開発は 1 割強に過ぎない（図 3(2)）。 
 
 



























る技術」は、サービス業（54.9%）の実施企業割合が製造業（23.6%）の 2 倍以上となっている（図 5）。 
















く、  SDGs への対応自
体を明示的な目的とした
研究開発を指している。 












・1 社当たりの研究開発者数は平均 137.6 人である。 
・年齢階級別の研究開発者比率の分布は、資本金階級によって多少の違いがある。 
研究開発活動における重要な投入資源のひとつである研究開発者の数は、1 社当たりの平均
値で見ると 137.6 人であった（表 3）。 
資本金階級別に研究開発者の年齢階級別内訳比率（平均値 A）を見ると、資本金 10 億円以
上の企業については、概して年齢が上がるほど研究開発者比率は小さくなっていく傾向が見られる。
しかし、資本金 1 億円以上 10 億円未満の企業では、30 歳以上から 49 歳未満までの４つの年齢
階級における研究開発者比率は、ほとんど同じである。（図 6）。 
 
表 3.  資本金階級別 研究開発者を雇用している企業割合及び研究開発者数  
 
 






1億円以上10億円未満 891 97.4% 868 32.5 13.0
10億円以上100億円未満 653 98.5% 643 59.4 27.0
100億円以上 323 98.1% 317 584.1 183.0















































研究開発者（新卒・中途を問わず）を採用した企業の割合は、2014 年度以降 5 年連続で増加
していたが、2019 年度の割合は 56.3%であり、前年度より減少し、最近 3 年間では最も小さい割
合となった。なお、2011 年度以降の全期間のなかでは 3 番目に大きい割合となっている。学歴別
に採用した企業割合を見ると、学士号取得者の採用企業割合は前年度より微増となったが、修士
号取得者の採用企業割合は 2 年連続の減少となった。また、博士課程修了者の採用企業割合も
減少し、2011 年度以降の全期間のなかでも下から 3 番目に小さい割合となっている。一方、女性
研究者の採用企業割合は、微増となっている。（図 7）。 
 












































年度と 2019 年度は 2 年連続で減少した。一方、中途採用については、2016 年度以降、3 年連
続で増加していたが、2019 年度は前年度より減少した。 
採用企業割合の推移を学歴・属性別に見ると、学士号取得者（新卒）、修士号取得者（新卒）
については、研究開発者（新卒）全体と同様に、2014 年度から 2017 年度まで 4 年連続で増加し





図 8. 学歴・属性別  研究開発者の採用を行った企業割合の推移  
 








































































































図 9.  採用された研究開発者の 1 社当たり平均人数の推移  
 
注 1：  採用した研究開発者数及びその内訳項目全て（0 人も含む）に回答した企業を集計対象とした。 
注 2：  平均値は、回答企業全体での研究開発者の採用者数の合計値を、回答企業数で除した値を用いた。 
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図 10. 研究開発者の採用後の印象（学歴別）  
 



















































































図 12. 研究開発者の採用、中途採用、博士課程修了者の採用で重視すること  
  
































































































































イノベーション実現については、2018 年度調査まで「過去 3 年間」を対象としていたのに対し、2019












・1 社当たりの国内特許出願件数は平均 67.5 件で、資本金階級 100 億円以上の企業において
は平均 243.6 件となっている。 
国内特許出願件数、国際特許出願件数（PCT出願件数）、外国特許出願件数（外国への直接
出願等の件数）のいずれも、資本金階級が上になるほど、平均値・中央値ともに、高くなる。これら
を 2018 年度と比較すると、2019 年度の国内出願件数は減少しているが、国際出願件数や外国
出願件数は前年度より増加している（表 4、図 16）。 
 
表 4. 資本金階級別  特許出願件数  
 
注：  特許出願件数に回答した企業を対象に、その特許出願件数の平均値と中央値を示した。  
 




全体では、ライセンス・アウトの金額が約 2 倍である。  
ライセンス・イン（他者が持つ特許権を、対価を支払って自社に導入すること）の金額の平均値は
2,602.7 万円であり、件数の平均値は 3.5 件である。ライセンス・アウト（自社で取得した特許権を他
者に売却したり、使用を許諾したりすること）の金額の平均値は 5,247.0 万円で、件数の平均値は
3.8 件である。これら２つの金額の平均値は、資本金階級が上になるほど、大きくなっている（表 5）。 
 
表 5. 資本金階級別  国内特許ライセンス状況  
 
注：  ライセンス・インとライセンス・アウトの件数と金額を回答した企業を対象に集計した。  
  
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 480 9.8 2.0 369 1.6 0.0 372 6.1 0.0
10億円以上100億円未満 507 20.8 6.0 433 2.9 1.0 433 12.7 2.0
100億円以上 292 243.6 73.5 277 77.4 10.0 270 273.0 42.0
全体 1279 67.5 6.0 1079 21.6 1.0 1075 75.8 2.0
資本金階級
国内出願件数 国際出願件数 外国出願件数
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 483 254.6 0.0 492 0.5 0.0 479 695.0 0.0 492 2.1 0.0
10億円以上100億円未満 474 1162.3 0.0 481 3.2 0.0 466 3823.3 0.0 474 1.4 0.0
100億円以上 216 11014.0 0.0 209 11.4 0.0 226 17830.2 50.5 223 13.0 1.0









































図 17. 他組織との連携の有無（N=1842）  
 
 









1億円以上10億円未満 882 61.8% 545 77.1% 10.5% 11.2% 1.3% 38.2%
10億円以上100億円未満 638 82.6% 527 72.5% 8.3% 18.2% 0.9% 17.4%
100億円以上 322 93.8% 302 58.3% 3.0% 36.8% 2.0% 6.2%

















1 割に満たない（図 18、図 19）。 
 
図 18. 研究開発の促進を目的とした他組織との連携の実施割合：他組織の種類別  
  
注 1：他組織の種類（「その他」を含む 8 種類）の全てについて、「連携した」「連携していない」「不明」のいずれか
を回答した企業を対象に、他組織の種類別に、「連携した」と回答した企業の割合を集計した。  




図 19. 最も大きい規模の連携をした他組織  
  






































































































































































ン型」を利用している企業は、資本金 100 億円以上の企業に強く集中している。 
2019年度に、研究開発への支援に関する政府施策・制度を利用した企業の割合は、回答企業
全体の 47.2%であった。特に、「試験研究費に係る税額控除制度」を利用した企業は 40.6%であ
り、全回答企業の約 4 割が同制度を利用したことが分かる（表 7）。 
資本金階級別に見ると、いずれの研究開発支援に関する施策・制度とも、資本金階級が上にな
るほど利用割合が高くなっている。特に、「試験研究費の額に係る税額控除制度」の「オープンイノ




表 7. 研究開発費に関する政府の科学技術関連施策の利用の有無：資本金階級別  
 
 


















1億円以上10億円未満 814 38.6% 33.8% 33.8% 3.1% 9.1% 0.5% 61.4%
10億円以上100億円未満 583 46.1% 38.9% 38.8% 3.8% 12.7% 1.5% 53.9%
100億円以上 284 73.9% 63.7% 62.0% 25.4% 37.7% 4.9% 26.1%




















































































実施または決定した 検討したが2019 年度末時点では実施・決定していない 2019 年度末時点では対応していない
